
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

���

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

���

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

���

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

���

論壇
１
、
は
じ
め
に

「
社
会
保
障
の
安
定
財
源
の

確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本
的

な
改
革
を
行
う
た
め
の
消
費
税

法
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法

律
」（
以

下
、
改

正

法

と

い

う
。
）
が
制
定
さ
れ
、
消
費
税

の
税
率
が
、
平
成
２６
年
４
月
か

ら
８
％
に
、
平
成
２７
年
１０
月
か

ら
は
１０
％
に
な
る
。
も
っ

と

も
、
改
正
附
則
１８
条
で
、
経
済

状
況
等
を
総
合
的
に
勘
案
し
た

上
で
、
そ
の
施
行
の
停
止
を
含

め
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
と
の

規
定
も
あ
り
、
場
合
に
よ
っ
て

は
先
送
り
の
可
能
性
が
な
い
わ

け
で
は
な
い
。

改
正
法
で
は
、
税
率
ア
ッ
プ

ば
か
り
が
注
目
さ
れ
て
い
る

が
、
税
率
以
外
の
改
正
も
含

み
、
さ
ら
に
は
、
積
み
残
さ
れ

た
課
題
も
存
在
す
る
。
そ
こ

で
、
本
稿
で
は
、
消
費
税
増
税

の
周
辺
問
題
に
つ
い
て
検
討
を

加
え
る
こ
と
と
す
る
。

２
、
税
率
以
外
の
改
正
点

�

特
定
新
規
設
立
法
人
の
納

税
義
務
の
免
除
の
特
例

平
成
２３
年
改
正
で
、
消
費
税

の
免
税
点
制
度
の
改
正
が
行
わ

れ
た
。
従
来
は
、
基
準
期
間
の

み
の
判
定
だ
っ
た
が
、
平
成
２５

年
１
月
以
降
開
始
す
る
課
税
期

間
は
、
基
準
期
間
の
判
定
に
加

え
て
特
定
期
間
の
判
定
を
行
う

必
要
が
生
じ
た
。
と
こ
ろ
が
、

平
成
２３
年
１０
月
の
会
計
検
査
院

報
告
書
で
、
改
正
後
も
問
題
は

解
消
さ
れ
る
ま
で
に
至
っ
て
い

な
い
と
し
て
、
様
々
な
視
点
か

ら
不
断
の
検
討
を
行
っ
て
い
く

必
要
が
あ
る
と
指
摘
し
た
。
そ

し
て
、
今
回
の
改
正
法
に
は
、

免
税
点
制
度
の
更
な
る
改
正
が

含
ま
れ
て
い
た
。

基
準
期
間
の
な
い
法
人
に
、

一
定
の
要
件
を
満
た
す
「
他
の

者
」
が
存
在
す
る
場
合
に
、
新
設

法
人
の
基
準
期
間
に
相
当
す
る

「
他
の
者
」
の
課
税
売
上
高
が
５

億
円
を
超
え
る
場
合
は
、
設
立

初
年
度
か
ら
免
税
事
業
者
と
な

れ
な
い
と
す
る
内
容
で
あ
る
。

一
定
の
要
件
を
満
た
す
他
の

者
と
の
関
係
は
次
の
通
り
で
あ

る
。①

他
の
者
に
よ
り
、
発
行
済

み
株
式
又
は
出
資
の
５０
％

超
を
直
接
又
は
間
接
に
支

配
さ
れ
て
い
る
場
合

②
そ
の
他
の
他
の
者
に
よ
り

支
配
さ
れ
る
場
合
と
し
て

政
令
で
定
め
る
場
合

�

６
月
中
間
申
告
書

現
行
の
消
費
税
法
で
は
、
消

費
税
の
中
間
申
告
を
要
し
な
い

事
業
者
は
、
そ
も
そ
も
中
間
申

告
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
。

今
回
の
改
正
で
、
そ
の
場
合
で

も
、「
６
月
中
間
申
告
書
を
提

出
す
る
旨
を
記
載
し
た
届
出

書
」
を
提
出
す
れ
ば
、
中
間
申

告
が
可
能
に
な
る
と
い
う
取
扱

い
で
あ
る
。

消
費
税
が
ま
と
ま
っ
た
額
に

な
り
資
金
繰
り
に
窮
す
る
中
小

事
業
者
へ
の
配
慮
で
、
半
年
分

ず
つ
に
別
け
て
納
税
で
き
る
仕

組
み
で
あ
る
。

３
、
積
み
残
さ
れ
た
課
題

�

逆
進
性
へ
の
対
応
と
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
制
の
導
入

現
状
で
は
、
税
率
１０
％
ま
で

の
ア
ッ
プ
が
成
立
し
て
い
る
。

消
費
税
の
逆
進
性
へ
の
配
慮

は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
導

入
が
行
わ
れ
れ
ば
、
給
付
付
き

税
額
控
除
が
実
現
す
る
こ
と
に

な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

簡
単
に
言
え
ば
、
所
得
金
額

に
応
じ
て
、
消
費
税
の
増
税
分

の
一
部
を
還
付
す
る
仕
組
み
で

あ
る
。
海
外
で
は
、
所
得
が
全

く
な
い
よ
り
も
、
僅
か
な
所
得

が
あ
る
方
が
、
給
付
額
が
増
加

す
る
仕
組
み
が
採
用
さ
れ
て
お

り
、
財
政
学
的
見
地
か
ら
は
期

待
が
高
い
。

ま
た
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
導

入
前
は
、
簡
素
な
給
付
措
置
が

採
用
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。
子

ど
も
手
当
の
よ
う
に
、
一
律
に

給
付
す
る
仕
組
み
と
な
る
の
だ

ろ
う
。

�

複
数
税
率

逆
進
性
の
配
慮
と
し
て
複
数

税
率
の
可
能
性
が
、
本
改
正
の

成
立
直
前
に
「
税
制
に
関
す
る

抜
本
的
な
改
革
及
び
関
連
す
る

諸
施
策
に
関
す
る
措
置
」
の
中

に
条
文
と
し
て
加
え
ら
れ
た
。

１０
％
ま
で
は
、
単
一
税
率
で

消
費
税
法
の
改
正
案
が
成
立
し

て
い
る
こ
と
を
考
慮
す
る
と
、

消
費
税
率
が
１０
％
を
超
え
る
段

階
の
布
石
と
考
え
る
こ
と
が
で

き
る
。

複
数
税
率
の
場
合
に
、
海
外

で
は
食
料
品
は
ゼ
ロ
税
率
な
ど

の
例
も
多
く
税
収
不
足
の
解
決

に
本
当
に
繋
が
る
の
か
、
あ
る

い
は
食
料
品
と
レ
ス
ト
ラ
ン
サ

ー
ビ
ス
の
線
引
き
を
ど
こ
で
行

う
の
か
な
ど
、
課
題
は
山
積
し

て
い
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て

は
、
実
務
を
行
う
立
場
の
税
理

士
が
、
運
用
が
複
雑
で
な
い
方

法
の
提
言
を
行
っ
て
い
く
必
要

が
あ
る
。

�

簡
易
課
税
の
問
題

改
正
法
で
も
、
簡
易
課
税
に

つ
い
て
必
要
な
見
直
し
を
行
う

と
し
て
い
た
と
こ
ろ
、
平
成
２４

年
１０
月
に
会
計
検
査
院
報
告
書

が
公
表
さ
れ
た
。

そ
の
報
告
に
よ
れ
ば
、
①
多

く
の
事
業
者
で
益
税
と
な
っ
て

い
る
点
、
②
特
に
第
５
種
事
業

で
益
税
の
幅
が
大
き
い
点
、
③

基
準
期
間
の
な
い
会
社
分
割
等

に
よ
っ
て
設
立
さ
れ
た
大
法
人

の
益
税
の
幅
が
大
き
い
と
の
内

容
で
あ
っ
た
。

そ
も
そ
も
、
中
小
事
業
者
の

事
務
負
担
に
配
慮
し
て
設
け
ら

れ
た
制
度
で
あ
る
が
、
法
人
事

業
者
の
場
合
に
簡
易
課
税
と
い

う
制
度
が
必
要
な
の
か
と
い
う

問
題
が
あ
る
。
一
方
で
、
中
小

事
業
者
の
中
で
も
個
人
事
業
者

の
よ
う
に
、
自
ら
確
定
申
告
を

行
っ
て
い
る
納
税
者
に
と
っ
て

は
必
要
な
制
度
と
も
考
え
ら
れ

る
。
そ
の
よ
う
な
前
提
で
考
え

る
と
、
法
人
に
は
簡
易
課
税
の

不
適
用
と
す
る
な
ど
の
改
正
が

考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
個
人
事

業
者
の
た
め
に
簡
易
課
税
制
度

は
残
す
に
し
て
も
、
み
な
し
仕

入
率
を
１０
％
〜
１５
％
程
度
縮
小

す
る
と
の
改
正
が
行
わ
れ
る
か

も
し
れ
な
い
。

�

転
嫁
の
問
題

中
小
企
業
が
消
費
税
を
確
実

に
転
嫁
で
き
る
か
否
か
の
問
題

と
、
一
般
消
費
者
の
利
便
性
を

考
慮
す
る
施
策
は
、
消
費
税
の

表
示
方
法
に
つ
い
て
異
な
る
方

策
を
導
き
出
す
こ
と
に
な
る
。

転
嫁
が
ス
ム
ー
ズ
に
行
わ
れ

る
よ
う
に
す
る
た
め
に
は
、
価

格
表
示
に
つ
い
て
明
確
に
行
う

必
要
が
あ
る
。
本
体
価
格
と
消

費
税
を
区
分
す
る
こ
と
で
、
消

費
税
分
を
確
実
に
転
嫁
で
き
る

仕
組
み
を
構
築
で
き
る
よ
う
に

考
え
る
こ
と
も
で
き
る
。

一
方
で
一
般
消
費
者
の
利
便

性
を
考
え
る
と
、
税
抜
き
表
示

は
甚
だ
不
親
切
な
制
度
で
あ

る
。
表
示
価
格
と
実
際
に
支
払

う
金
額
の
差
が
大
き
い
と
戸
惑

う
こ
と
も
あ
る
だ
ろ
う
し
、
ト

ラ
ブ
ル
の
原
因
に
も
な
り
か
ね

な
い
。
ま
し
て
、
複
数
税
率
が

導
入
さ
れ
る
こ
と
を
前
提
と
す

れ
ば
、
大
き
な
混
乱
と
な
る
こ

と
は
明
白
で
あ
る
。

個
人
的
に
は
、
総
額
表
示
で

統
一
し
て
問
題
な
い
よ
う
に
感

じ
て
い
る
。
仮
に
明
確
に
本
体

価
格
と
消
費
税
部
分
を
分
け
て

表
示
し
た
と
し
て
も
、
中
小
企

業
が
本
体
価
格
の
値
下
げ
を
要

求
さ
れ
れ
ば
身
も
蓋
も
な
い
の

で
あ
る
。
税
法
の
問
題
と
独
占

禁
止
法
な
ど
の
議
論
と
は
切
り

離
し
て
考
え
る
べ
き
で
あ
る
。

経
済
取
引
の
実
情
を
考
え
る

と
、
消
費
税
以
上
に
値
上
げ
し

て
も
「
売
れ
る
商
品
」
は
本
体

価
格
の
値
上
げ
が
行
わ
れ
る
で

あ
ろ
う
し
、
税
率
に
関
係
な
く

「
売
れ
な
い
商
品
」
は
値
段
を

下
げ
ざ
る
を
え
な
い
の
で
あ

る
。
表
示
が
大
き
な
問
題
で
は

な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

�

医
療
機
関
の
診
療
報
酬
が

非
課
税
で
あ
る
問
題

社
会
保
険
診
療
報
酬
に
つ
い

て
は
、
非
課
税
と
さ
れ
て
い

る
。
医
療
機
関
は
課
税
仕
入
に

つ
い
て
消
費
税
を
負
担
し
て
、

転
嫁
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

消
費
税
が
導
入
さ
れ
た
当
時

は
、
診
療
報
酬
に
消
費
税
部
分

を
上
乗
せ
す
る
と
の
解
決
策
だ

っ
た
よ
う
だ
。
し
か
し
、
高
額

な
医
療
機
器
な
ど
の
設
備
投
資

が
必
要
な
こ
と
を
考
慮
す
る

と
、
診
療
報
酬
の
上
乗
せ
で
は

解
決
し
な
い
問
題
が
あ
る
。
ま

た
、
地
方
と
都
心
で
同
額
の
診

療
報
酬
な
の
に
対
し
て
、
家
賃

な
ど
の
負
担
が
大
き
く
異
な
る

な
ど
診
療
報
酬
で
は
解
決
し
き

れ
な
い
問
題
が
あ
る
。

改
正
法
で
は
、
一
定
の
基
準

に
該
当
す
る
も
の
に
対
し
て
区

分
し
て
措
置
を
講
ず
る
こ
と
を

検
討
す
る
と
し
て
い
る
。
社
会

保
健
診
療
報
酬
の
た
め
に
使
用

す
る
一
定
の
設
備
投
資
に
対
し

て
給
付
金
を
支
給
す
る
と
の
制

度
を
想
定
し
て
い
る
の
だ
ろ
う

か
。

�

海
外
か
ら
の
電
子
書
籍
、

音
楽
、
広
告
を
日
本
に
配
信

す
る
場
合
の
課
税

改
正
法
が
衆
議
院
を
通
過
し

て
間
も
な
く
の
タ
イ
ミ
ン
グ

で
、
海
外
か
ら
ネ
ッ
ト
を
通
じ

て
輸
入
さ
れ
る
電
子
書
籍
、
音

楽
、
広
告
な
ど
に
対
し
て
消
費

税
を
課
税
す
る
と
の
報
道
が
あ

っ
た
。
財
務
省
の
方
針
と
し
て

は
、
税
率
ア
ッ
プ
と
合
わ
せ
て

平
成
２６
年
４
月
か
ら
実
施
し
た

い
と
の
こ
と
で
あ
る
。

現
在
は
、
海
外
の
企
業
が
電

子
書
籍
、
音
楽
、
広
告
の
配
信
を

行
っ
た
場
合
、
役
務
の
提
供
を

行
う
者
の
役
務
提
供
に
係
る
事

務
所
等
の
所
在
地
が
「
役
務
提

供
を
行
っ
た
場
所
」
で
あ
り
国

外
取
引
と
な
る
。
結
果
と
し
て

日
本
の
消
費
税
は
か
か
ら
な
い
。

報
道
に
よ
れ
ば
、「
課
税
事

業
者
登
録
制
度
」
と
い
う
仕
組

み
を
採
用
し
、
日
本
で
電
子
デ

ー
タ
を
販
売
し
た
い
場
合
に
は

事
前
登
録
を
し
て
、
そ
の
上
で

国
内
企
業
と
同
様
に
課
税
す
る

の
だ
と
い
う
。
諸
外
国
で
は
既

に
採
用
済
み
で
あ
る
と
の
こ
と

で
あ
る
。

し
か
し
、
現
実
的
に
は
、
登

録
を
し
な
い
で
販
売
す
る
こ
と

は
可
能
で
あ
る
し
、
仮
に
違
反

す
る
国
外
の
事
業
者
に
対
し

て
、
課
税
当
局
が
確
実
に
徴
収

す
る
仕
組
み
を
構
築
で
き
る
の

か
な
ど
の
疑
問
が
残
る
。

４
、
お
わ
り
に

さ
て
、
改
正
法
の
税
率
以
外

の
周
辺
問
題
に
つ
い
て
述
べ
て

き
た
が
、
実
務
家
と
し
て
は
税

率
ア
ッ
プ
に
伴
う
問
題
に
も
取

り
組
む
必
要
が
あ
る
。

消
費
税
が
３
％
か
ら
５
％
に

引
き
上
げ
さ
れ
た
際
と
同
様
の

経
過
措
置
が
、
今
回
の
改
正
法

で
も
用
意
さ
れ
て
い
る
。
具
体

的
に
は
、
①
旅
客
運
賃
等
、
②

電
気
、
ガ
ス
、
水
道
、
電
気
通

信
役
務
提
供
、
③
指
定
日
の
前

日
ま
で
に
締
結
さ
れ
た
工
事
請

負
契
約
等
、
④
指
定
日
の
前
日

ま
で
に
締
結
し
た
リ
ー
ス
契
約

等
で
あ
る
。

事
業
者
に
よ
っ
て
は
、
税
率

ア
ッ
プ
前
の
駆
け
込
み
需
要
を

喚
起
す
る
戦
略
を
採
る
場
合
も

あ
る
の
で
、
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
へ

は
充
分
に
経
過
措
置
の
内
容
を

周
知
し
て
お
き
た
い
。

ま
た
、
改
正
法
に
よ
れ
ば
１

年
半
の
間
に
８
％
か
ら
１０
％
へ

税
率
ア
ッ
プ
す
る
の
で
、
経
過

措
置
と
の
絡
み
で
複
数
の
税
率

管
理
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
例

え
ば
、
リ
ー
ス
契
約
で
あ
れ

ば
、
契

約

時

期

に

よ

っ

て

５
％
、
８
％
、
１０
％
が
混
在
す

る
こ
と
に
な
る
。

税
理
士
に
と
っ
て
は
、
平
成

２５
年
改
正
を
含
む
当
面
の
課
題
、

中
期
的
な
課
題
と
、消
費
税
に
つ

い
て
は
大
き
な
宿
題
を
抱
え
込

む
こ
と
に
な
り
そ
う
で
あ
る
。

消
費
税
増
税
の
周
辺
問
題
に
つ
い
て

飯田聡一郎
【四谷】
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